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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第59期

第３四半期連結
累計期間

第60期
第３四半期連結

累計期間
第59期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年12月31日

自2022年４月１日
至2022年12月31日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 （千円） 11,328,020 12,518,152 15,771,171

経常利益 （千円） 523,491 644,865 537,803

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 302,894 402,505 364,445

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 348,322 421,535 353,995

純資産額 （千円） 5,296,229 5,629,548 5,301,874

総資産額 （千円） 13,508,078 15,083,357 13,321,645

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 31.54 41.85 37.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 38.9 37.3 39.8

 

回次
第59期

第３四半期連結
会計期間

第60期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自2021年10月１日
至2021年12月31日

自2022年10月１日
至2022年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 12.62 20.69

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３．１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎となる期中平均株式数には、その計算において控除す

る自己株式に株式給付信託（BBT）が保有する当社株式を含めております。

４．当社は、2022年９月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行ったため、１株当たり四半期

（当期）純利益金額については、第59期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症への対策や各種政策により経済

活動の正常化に向けた動きが見られるものの、ウクライナ情勢の長期化や原材料・エネルギー価格の上昇、金利・

為替の変動など、景気の先行きは依然として不透明な状況にあります。

　当社グループを取り巻く経営環境におきましては、気候変動による豪雨の激甚化・頻発化や切迫する巨大地震へ

の備えが急務であることを背景に、2022年度国家予算の基本方針の一つである「国民の安全・安心の確保」に基づ

いた公共事業投資の方針は前年度と変わらず、今年度当初予算につきましては、防災・減災、国土強靭化の取り組

みを加速化・深化させるべく前年度当初予算と同水準で決定されております。また、防災・減災及び老朽化した社

会インフラ対策を中心とする国土強靭化計画の実現は喫緊の重要課題であるとの認識のもと、より活発な動きにな

るものと予測しております。

　このような状況のもと、当社グループは、国土強靭化計画に基づく防災・減災対策並びに道路・トンネル・橋梁

等の各種インフラ老朽化対策に向けた各地方自治体の動向に注視するとともに、生活の基盤を支える社会資本整備

への具体策に向けた情報収集にも注力しております。また、原油高やウクライナ情勢等に起因する諸品目の大幅な

価格高騰などを要因として、当社グループにおいても原材料並びに資材・経費の価格上昇は避けられない状況と受

け止め、係る原価の上昇を販売価格へ転嫁することが企業存続の必須条件と心得て対処しております。

　この結果、財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

ａ．財政状態

　当第３四半期連結会計期間末における総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ17億６千１百万円増加

の150億８千３百万円となりました。これは主に、受取手形、売掛金及び契約資産が９億４千９百万円、棚卸資

産が３億１千４百万円、現金及び預金が１億７千７百万円それぞれ増加したことによるものであります。

　負債につきましては、前連結会計年度末に比べ14億３千４百万円増加の94億５千３百万円となりました。これ

は主に、支払手形及び買掛金が10億９千２百万円減少したものの、電子記録債務が13億８千１百万円、短期借入

金及び長期借入金が７億９千７百万円、未払法人税等が１億７千４百万円それぞれ増加したことによるものであ

ります。

　純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ３億２千７百万円増加の56億２千９百万円となりました。こ

れは主に、利益剰余金が３億３百万円増加したことによるものであります。

 

ｂ．経営成績

　当第３四半期連結累計期間の経営成績につきましては、売上高は125億１千８百万円（前年同四半期比10.5％

増）、営業利益は６億３千４百万円（前年同四半期比22.0％増）、経常利益は６億４千４百万円（前年同四半期

比23.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は４億２百万円（前年同四半期比32.9％増）となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①土木用セメント製品事業

　当第３四半期連結累計期間における土木業界につきましては、公共事業投資の今年度当初予算が前年度と同水

準で決定されており、防災・減災及び老朽化した社会インフラ対策を中心とする国土強靭化計画の実現は喫緊の

重要課題であるとの認識のもと、より活発な動きになるものと予測しております。

　このような状況の中、豪雨災害による被災地域の復旧に必要とされるコンクリート二次製品が安定的に供給で

きるようタイムリーな対応を心掛けるとともに、防災・減災及び老朽化した社会インフラ対策に基づく各地方自

治体の方針に沿った具体的な動きにも注視しております。また、大型コンクリート構造物のプレキャスト化の普

及拡大を推進すべく継続的かつ意欲的な営業活動に努めております。
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　この結果、売上高は90億８千４百万円（前年同四半期比2.2％増）、営業利益は９億８千８百万円（前年同四

半期比9.7％増）となりました。

　なお、当社グループの土木用セメント製品事業は、公共事業の発注と関連性があり、主として下半期（第３四

半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間）に売上が集中するため、通常、第１四半期連結会計期間及び第

２四半期連結会計期間の売上高は、他の四半期連結会計期間の売上高と比べて著しく低くなる傾向にあります。

 

②建築用セメント製品事業

　当第３四半期連結累計期間における建築業界につきましては、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により抑

制されていた社会活動も、徐々にその動きを取り戻していくとの期待のもと、先送りされていた工事物件の着工

や民間需要の回復が期待できる動きになるものと予測しております。

　このような状況の中、当社グループにおきましても、先送りされていた既受注物件の着工や民間需要の回復の

動きにも遅れることがないよう積極的な対応を心掛けており、また、人手不足や工期短縮に対応できる建築用コ

ンクリート二次製品の利点についても事例を交えて積極的にアピールし、工場生産量の平準化に繋がる安定的な

受注の確保に努めております。

　この結果、売上高は28億５千４百万円（前年同四半期比50.1％増）、営業利益は２億１千８百万円（前年同四

半期比20.8％増）となりました。

 

③その他の事業

　不動産関連事業におきましては、生活のイメージがつかみやすいリアルサイズの展示場として、販売用の土地

区画内に一定期間展示した後でそのまま販売する「マチカドモデルハウス」の展開を強化するとともに、ＳＮＳ

等も最大限に活用して効率的な集客に取り組んでおります。また、換気に優れ新型コロナウイルス感染症対策に

も効果的で、５つのデザインスタイルからセレクトできる自社ブランド「さらりの家」の特長をさらにアピール

し、幅広い年齢層の顧客獲得を目指すとともに、2050年カーボンニュートラルの実現に向けて「ＺＥＨ」を当社

の標準仕様とし、この普及拡大を推進しております。

　この結果、売上高は５億７千８百万円（前年同四半期比8.5％増）、営業損益は３千４百万円の損失（前年同

四半期は２千８百万円の損失）となりました。

 

(2）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は３千４百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変化は

みられません。

 

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの運転資金需要のうち主なものは、製造費、販売費及び一般管理費等の営業費用であります。投資

を目的とした資金需要は、設備投資によるものであります。

　当社グループは、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としており、短期運

転資金は自己資金及び金融機関からの短期借入、設備投資や長期運転資金は金融機関からの長期借入を基本として

おります。

　なお、当第３四半期連結会計期間末における借入金及びリース債務を含む有利子負債の残高は26億８千８百万円

となっております。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 46,000,000

計 46,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,580,000 11,580,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数
100株

計 11,580,000 11,580,000 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2022年10月１日～

2022年12月31日
－ 11,580,000 － 1,752,040 － 142,286

 

(5) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

    2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,682,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,895,300 98,953 －

単元未満株式 普通株式 2,200 － －

発行済株式総数  11,580,000 － －

総株主の議決権  － 98,953 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付信託が保有する当社株式276,600株（議決権2,766

個）が含まれておりますが、当該株式については、議決権を行使しないものとします。

 

②【自己株式等】

    2022年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ヤマックス
熊本市中央区水前寺３丁
目９番５号

1,682,500 － 1,682,500 14.52

計 － 1,682,500 － 1,682,500 14.52

（注）株式給付信託が保有する当社株式276,600株は、上記の自己株式には含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 

(1）退任役員

役職名 氏名 退任年月日

専務取締役
西日本事業本部長
兼営業統括本部長

甲斐　広志
2022年９月２日
(逝去による退任)

 

(2）役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役社長
代表取締役

西日本事業本部長

取締役社長
代表取締役

茂森　　拓 2022年９月３日

常務取締役
西日本事業本部
営業統括本部長
兼広域営業部長

常務取締役
西日本事業本部

営業統括本部副本部長
兼広域営業長

名村　朝克 2022年９月３日

 

(3）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性10名　女性－名（役員のうち女性の比率－％）
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、如水監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　第59期連結会計年度

　　有限責任監査法人トーマツ

　第60期第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

　　如水監査法人
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,244,876 1,421,962

受取手形、売掛金及び契約資産 3,527,940 ※２ 4,477,255

商品及び製品 1,649,346 1,754,648

未成工事支出金 26,056 220,830

原材料及び貯蔵品 393,884 408,277

その他 112,934 286,231

貸倒引当金 △1,277 △1,181

流動資産合計 6,953,760 8,568,024

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,045,240 1,030,547

土地 3,434,573 3,434,573

その他（純額） 1,109,404 1,134,273

有形固定資産合計 5,589,217 5,599,394

無形固定資産 127,015 130,449

投資その他の資産   

投資有価証券 230,689 275,388

その他 451,465 541,492

貸倒引当金 △30,503 △31,391

投資その他の資産合計 651,651 785,489

固定資産合計 6,367,884 6,515,333

資産合計 13,321,645 15,083,357

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,129,118 ※２ 2,036,587

電子記録債務 1,439,940 ※２ 2,821,896

短期借入金 1,339,923 1,593,916

未払法人税等 39,615 214,286

賞与引当金 174,925 117,127

役員賞与引当金 16,740 －

受注損失引当金 13,559 －

その他 611,969 ※２ 901,091

流動負債合計 6,765,793 7,684,905

固定負債   

長期借入金 497,537 1,041,293

役員株式給付引当金 38,527 41,734

退職給付に係る負債 428,820 426,835

その他 289,092 259,040

固定負債合計 1,253,977 1,768,903

負債合計 8,019,770 9,453,809

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,752,040 1,752,040

資本剰余金 719,368 719,368

利益剰余金 3,164,810 3,468,341

自己株式 △326,155 △321,042

株主資本合計 5,310,063 5,618,706

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 66,264 75,613

退職給付に係る調整累計額 △73,973 △65,131

その他の包括利益累計額合計 △7,708 10,481

非支配株主持分 △480 360

純資産合計 5,301,874 5,629,548

負債純資産合計 13,321,645 15,083,357
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 11,328,020 12,518,152

売上原価 8,603,014 9,556,837

売上総利益 2,725,006 2,961,314

販売費及び一般管理費 2,204,712 2,326,412

営業利益 520,293 634,902

営業外収益   

受取利息 88 25

受取配当金 6,108 6,394

受取賃貸料 16,954 23,387

受取保険金 1,305 5,462

その他 8,451 7,155

営業外収益合計 32,908 42,425

営業外費用   

支払利息 11,894 12,352

手形売却損 4,240 5,108

貸倒引当金繰入額 － 791

その他 13,575 14,210

営業外費用合計 29,710 32,462

経常利益 523,491 644,865

税金等調整前四半期純利益 523,491 644,865

法人税、住民税及び事業税 119,166 277,414

法人税等調整額 56,082 △35,894

法人税等合計 175,248 241,520

四半期純利益 348,242 403,345

非支配株主に帰属する四半期純利益 45,347 840

親会社株主に帰属する四半期純利益 302,894 402,505
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純利益 348,242 403,345

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △11,117 9,348

退職給付に係る調整額 11,197 8,841

その他の包括利益合計 79 18,189

四半期包括利益 348,322 421,535

（内訳）   

非支配株主に係る四半期包括利益 45,347 840

親会社株主に係る四半期包括利益 302,974 420,695
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価

算定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針

第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ

たって適用することといたしました。

　なお、この変更による四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（原価差異の繰延処理）

　季節的に変動する操業度により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれるため、

当該原価差異を流動資産（その他）として繰り延べております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１（受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高）

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2022年12月31日）

受取手形割引高 1,445,519千円 1,206,464千円

受取手形裏書譲渡高 519 19,751

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2022年12月31日）

受取手形 －千円 80,735千円

支払手形 － 83,114

電子記録債務 － 548,024

流動負債のその他
（設備関係支払手形及び設備手形電子
記録債務）

－ 25,839

 

（四半期連結損益計算書関係）

（売上高の季節的変動）

前第３四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自2022

年４月１日　至2022年12月31日）

　当社グループでは、事業の性質上、主として下半期（第３四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期

間）に売上が集中するため、通常、第１四半期連結会計期間及び第２四半期連結会計期間の売上高は、他の四

半期連結会計期間の売上高と比べて著しく低くなる傾向にあります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

減価償却費 271,196千円 257,315千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年12月31日）

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総
額（千円）

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 98,975 20.00 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金3,000千円が含まれております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年12月31日）

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総
額（千円）

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月27日
定時株主総会

普通株式 98,974 20.0 2022年３月31日 2022年６月28日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金2,916千円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
土木用セメ
ント製品

建築用セメ
ント製品

計

売上高        

外部顧客への
売上高

8,892,606 1,902,107 10,794,714 533,306 11,328,020 － 11,328,020

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

71 1,370 1,442 － 1,442 △1,442 －

計 8,892,678 1,903,477 10,796,156 533,306 11,329,462 △1,442 11,328,020

セグメント利益
又は損失（△）

900,802 180,919 1,081,721 △28,539 1,053,182 △532,889 520,293

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない不動産関連事業であります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△532,889千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。なお、全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
土木用セメ
ント製品

建築用セメ
ント製品

計

売上高        

外部顧客への
売上高

9,084,845 2,854,478 11,939,323 578,828 12,518,152 － 12,518,152

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

208 903 1,111 － 1,111 △1,111 －

計 9,085,053 2,855,381 11,940,435 578,828 12,519,264 △1,111 12,518,152

セグメント利益
又は損失（△）

988,188 218,467 1,206,656 △34,727 1,171,929 △537,026 634,902

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない不動産関連事業であります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△537,026千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。なお、全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

  （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）

合計土木用セメ
ント製品

建築用セメ
ント製品

計

一時点で移転される財 8,892,606 409,728 9,302,335 533,306 9,835,642

一定の期間にわたり移転される財 － 1,492,378 1,492,378 － 1,492,378

顧客との契約から生じる収益 8,892,606 1,902,107 10,794,714 533,306 11,328,020

外部顧客への売上高 8,892,606 1,902,107 10,794,714 533,306 11,328,020

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない不動産関連事業であります。

 

　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

  （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）

合計土木用セメ
ント製品

建築用セメ
ント製品

計

一時点で移転される財 9,084,845 541,001 9,625,847 578,828 10,204,675

一定の期間にわたり移転される財 － 2,313,476 2,313,476 － 2,313,476

顧客との契約から生じる収益 9,084,845 2,854,478 11,939,323 578,828 12,518,152

外部顧客への売上高 9,084,845 2,854,478 11,939,323 578,828 12,518,152

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない不動産関連事業であります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 31円54銭 41円85銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
302,894 402,505

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四

半期純利益金額（千円）
302,894 402,505

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,602 9,618

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎となる期中平均株式数には、その計算において控除す

る自己株式に株式給付信託（BBT）が保有する当社株式を含めております。なお、前第３四半期連結

累計期間及び当第３四半期連結累計期間における当該株式の期中平均株式数は、294千株及び279千

株であります。

３．当社は、2022年９月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行ったため、１株当たり

四半期純利益金額につきましては、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算

定しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

2023年２月９日

株式会社ヤマックス

取締役会　御中
 

如水監査法人

福岡県福岡市
 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 飯村　光敏
 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 廣島　武文

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマッ

クスの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマックス及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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　・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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